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行動経済学の金融経済教育への応用 

行動バイアスからマインドセット・バイアスへ 

川西 諭＊  橋長 真紀子＊＊

概  要

 本論文では、行動経済学の知見をより効果的な金融経済教育を行うために応用する研究

を調査した。先行事例調査では、消費者の問題行動を改善するために、人間行動のバイア

スを巧みに活用する介入事例を紹介する。また、行動経済学の応用の新しい方向性として

マインドセット（金融に対する印象や考え方）の重要性に注目し、その金融教育への影響

を明らかにするためのアンケート調査を行った。その結果、①金融教育は学生のマインド

セットに多様な影響を与えていること、②金融に対して肯定的なマインドセットを持つ学

生ほど金融教育の成果（知識、積極性、注意深さ、関心）が高くなる傾向があること、③

金融に対する恐怖感のある学生は金融に関する行動に消極的な態度を示す傾向があること

が確かめられた。この結果の含意として、教員は学生のマインドセットにバイアスがあれ

ば、それを修正することでより効果的な金融教育を提供できるようになると考えられる。 
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１．はじめに
OECD の「金融教育に関する国際ネットワーク（International Network on Financial 

Education、以下 INFE）」は、2012 年に公表した報告書の中で、金融危機後、個人の生活技

術としての金融リテラシーの重要性の認識が高まっていることを指摘している。 

金融の自由化は、健全な競争によって金融システムを効率化し、賢明な人々はそれぞれ

のニーズに合った資産の選択を行うことが可能になるなどの恩恵をもたらした。しかし、

自由化と ICT技術の進歩により金融の複雑化が急速に進展したことで、賢明な意思決定を

行うために必要な情報量は増え、消費者が十分に自覚しないまま広範な金融リスクにさら

される事態が起きている。たとえば、十分な知識を持たない消費者が詐欺行為の対象にな

ってしまう事態や、消費者が十分に認識しないままに過度のリスクや過度の負債を負って

しまう事態などが生じている。金融危機は、こうした必ずしも十分な金融知識、金融リテ

ラシーを持たない消費者、および投資家が増加したことで、金融市場の機能が損なわれ、

消費者が自覚していなかった金融リスクが一気に顕在化した結果と考えられている。 

こうした金融リスクから効果的に消費者を保護するためには規制だけでは限界があり、

消費者の金融リテラシーを高め、金融行動を改善することが、多くの国で長期的な政策の

優先課題となっている。 

しかし、金融リテラシーを高め、金融行動を改善しようとするための標準的な取り組み

として行われてきた旧来の金融経済教育は、残念ながら十分に効果を発揮してきたとは言

い難い。旧来の金融経済教育では、正しい知識さえ提供すれば、人々の行動が改善される

と考えられてきたが、実際には金融経済教育を受けても、それを受けていない人とほとん

ど行動が変わらない実態が次第に明らかになっている。 

なぜ、金融経済教育を受けても人々の行動は変わらないのか。どうすれば人々の行動を

変えることが出来るのか。こうした問いに対する答えを明らかにし、より効果的な金融経

済教育を行うためのアプローチとして注目されているのが行動経済学研究である。 

行動経済学会のホームページでは、行動経済学を「狭い意味での合理性の仮定を見直し、

人間が経済社会の中で実際にどのように行動しているのかを研究する科学」としている。

伝統的な経済学では、議論を簡単化する目的で人間の行動については狭い意味での合理性

の仮定を置いて分析することが一般的である。狭い意味での合理性の仮定とは、人々がそ

れぞれの目的を達成するために最適な行動をとることができるという仮定である。この仮

定は多くの経済現象を理解するのを助けてくれる便利な仮定であるが、この仮定の通り、

人々が合理的であるならば、そもそも金融経済教育の必要性は存在しない。 

その意味で、上述の問いに対する答えを見つけるために、行動経済学研究が注目されて

いるのはごく自然なことである。 

行動経済学研究の成果を金融経済教育に応用することで、以下のような成果が期待され

ている。 

①人々が金融取引で必ずしも適切とは言えない判断や行動をしてしまう原因が理解さ
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れ、より本質的な課題解決のヒントが得られる。 

②旧来の金融経済教育が必ずしも十分な効果をあげていない原因が理解され、より効果

的な金融経済教育を行うためのヒントが得られる。 

③人間行動の性質を上手く利用することで、効果的な課題解決ができる。 

本研究では、①行動経済学を金融経済教育に応用する先行研究と既存の応用事例を調査

し、②金融経済教育をより効果的なものにするための方法を模索するためのアンケート調

査を行った。 

第２節では、行動経済学研究に基づいて、金融経済教育の課題を明らかにしつつ、その

課題解決のための提言や、実際に行われている応用事例などを紹介する。経済行動の中で

も金融に関する行動は、現在から将来にかけての異時点間の意思決定問題であるため、私

たち人間には特に難しいものであることが明らかになっている。米国と英国では問題行動

の理解と、その効果的な改善のために行動経済学研究が応用されている。第２節の後半で

は、いくつかの成功した政策の事例を紹介する。 

第３節では、金融経済教育をより効果的なものにするための方法を模索するために、

2015 年に金融教育を受けている大学生を対象に行ったアンケート調査の概要と結果を紹

介する。金融経済教育の研究では、教育を受けても行動が改善されないことが大きな課題

となっている。本研究では、金融に対する印象や考え方が否定的であることがその一因で

あると考え、それを確かめるためにアンケート調査を行った。 

金融に対して良くない印象や否定的な考え方を持つ学生たちは、金融知識に対する興味

が持てず、学習意欲がわかないために、同じように教育を受けても知識の理解や定着がな

されず、結果として金融に対する態度が消極的になり、不適切な金融行動を改善できない

と考えられる。この仮説を検証するために、2015 年の 4月から 7 月にかけて日本の 6つの

大学で金融経済教育を受けた学生たちを対象にして、受講前（4月）と受講後（7月）の 2

回アンケート調査を行い、金融に対する印象と考え方と金融経済教育の効果の関係を分析

した。 

その結果、金融に対する否定的な印象や考え方は、金融知識のレベル、金融に対する積

極性、慎重さ、自信、金融への関心のすべてに対して良くない影響を与えることが明らか

になった。また、金融経済教育は学生の金融に対する印象や考え方に少なからぬ影響を与

えることも明らかになったが、その影響は必ずしも肯定的な方向へ向かわせるものではな

く、金融経済教育を受けることで印象や考え方がかえって否定的になってしまう学生が少

なからず存在することもアンケート調査によって明らかになった。 

この結果は、金融経済教育をより効果的なものにするためには、学生の金融に対する印

象や考え方に注目する必要があり、偏った印象や極端な考え方については、学生自身がそ

れを自覚し、偏りを改めるように促すことの重要性を示唆している。 
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２． 先行研究と先行事例
 第２節では、行動経済学研究およびその金融経済教育への応用研究で明らかになった

知見、および金融経済教育への行動経済学の応用事例を紹介する。本節における先行研究

調査では、金融広報中央委員会による報告書「行動経済学の金融教育への応用の重要性」、

および「行動経済学の金融教育への応用による消費者の学習促進と行動改善」を参考にし

た。

２．１ 金融経済行動が難しい理由 

 行動経済学研究では、人間行動の科学的な研究に基づいて、人間行動の性質や仕組みを

明らかにしてきた。現実の人間行動は複雑で難解なものであるが、その性質を簡潔に説明

できる理論として、支持されているのが二重過程理論（Dual process theory）である。注：

詳細については川西（2015）を参照。 

二重過程理論は、私たち人間が本能的な行動システム（システム I）と理性的な行動シ

ステム（システム II）という２つの行動システムを持ち、それらを併用して日々の行動を

しているという行動仮説である。

本能的なシステムであるシステム I は多くの動物たちも持っている認知的な負荷の小さ

い古いシステムで、外的な刺激や自らの状態の変化に反応するように自動的に行動を行う

仕組みである。システム I は本能的でその過程は必ずしも自覚されない。動物たちや理性

的なシステムが発達していない乳児や幼児でも、生命維持に必要な行動（栄養や水分を摂

取する、危険から身を守るなど）ができるのは、理性的に考えて行動しているからではな

く、生命維持に必要な行動をとりたくなるような衝動（情動）が起こり、そのような行動

が引き出されるからと考えられる。システム I の行動は自動的であるため、迅速に行動で

きて疲労も少ないが、自動的であるがゆえに状況や環境の変化に応じて臨機応変に行動を

変えるという柔軟性を持たない。このため、システム I だけに頼っている生物は状況や環

境が変化してしまうと適切な行動がとれなくなってしまう。

 二重過程理論によれば、システム Iのこの欠点を補うために、人間にはもう一つ、理性

的なシステム（システム II）が備わっている。私たちは状況や環境の変化に応じて何が望

ましい行動かを考え、臨機応変に行動を変えることができる。臨機応変に行動を変えられ

る点は優れているが、システム IIの認知能力には限界があり、複数のことを同時に行うこ

ともできない上に、複雑な問題を考えるとすぐに疲れてしまう。

 システム I にもシステム II にも長所と欠点があり、我々人間は無意識のうちにこれら

を組み合わせることで、極めて高度な意思決定をし、行動をすることができる。しかし、

いずれのシステムも完璧なものではなく、適切な意思決定や行動選択を行うことが難しい

状況がある。

 その代表ともいえるのが金融に関わる意思決定や行動選択である。金融に関する意思決

定には次の二つの性質がある。 
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①現在から将来にまたがる意思決定である 

②不確実性・リスクがある 

実際、こうした性質を持つ問題では私たちはしばしば矛盾のある判断や不適切な判断をし

てしまうことが行動経済学研究者による多くの実験研究によって明らかにされてきた。 

 ①の現在から将来にまたがる意思決定では、生命維持を優先する性急な本能（システム

I）と長期的な視点から判断しようとする理性（システム II）がしばしば対立し、葛藤が起

こる。長期的視点から理性的に考えればやるべきことは明らかなのに、多くの人がその行

動を選べず、計画的に支出や貯蓄ができない、問題を先送りしてしまうなどの失敗をして

しまうのは、システム I の本能的な欲求や衝動に行動を委ねてしまっているからと考えら

れる。 

 ②の不確実性・リスクがある問題は、本能的な学習の仕組みがうまく機能しないことに

加え、高度な認知的思考を必要とするためシステム Iでもシステム IIでも適切な判断行動

を選ぶことが出来ない。 

 こうした状況下で観察される行動はデタラメで予想不可能なものではない。むしろ予測

可能なパターン、あるいは偏りがある行動である。こうした予測可能な非合理的行動は、

行動経済学では行動バイアスと呼ばれる。過少貯蓄や過少投資がその典型例である。 

 金融の自由化や ICT技術の進歩によって金融環境の変化が速くなり、かつ問題が複雑化

することで、金融に関する問題は私たち人間にとってますます難しいものになっていると

言える。経済犯罪、金融危機などの問題の原因も、人間行動の性質と問題の複雑さにある

と言える。 

 多くの人は、自分が不適切な行動をしていることに気づいてさえいない。自分の弱みを

自覚し、賢く行動ができる消費者が増えれば、こうした問題は解消されるはずである。個

人の生活技術としての金融リテラシーの重要性の認識が高まっているのはそのためである。 

２．２ 問題となる金融経済行動 

オーストラリア国家戦略 ASIC（2011）による報告書によれば、金融経済教育で問題と

される行動バイアスは主に六つある（表 1参照）。 

金融行動の回避・先送り（Disengagement） 

とるべき行動の回避・先送り（Disengagement）は、現在と将来にまたがる問題における

典型的な問題である。とるべき行動がとれない原因としては本能が目先の欲求を優先する

ことがあげられるが、失敗や損失、後悔を避けようとする心理が意思決定を回避させるこ

ともあると考えられる。 

金融経済教育で問題とされる具体的なものとしては、必要な金融知識を身に付けようと

しないこと、将来のために必要な貯金や投資をしないことなどがあげられる。 
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自信過剰（Overconfidence） 

自信過剰とは、自分の知識や能力を過大評価してしまう傾向のことで、金融経済行動で

の最も有名な具体的な事例としては、株式の過剰取引があげられる。Odean (1999)の研究

に端を発し、自信過剰な投資家が過剰な取引をしている実態が複数の研究者によって確か

められている。具体的には、株式の値動きが予測できるという過剰な自信を持つ投資家ほ

ど株式を頻繁に売買するが、実際には売買手数料も考慮すると投資の収益率はほとんど売

買をしない長期投資家と比べて低くなる。 

その他にも、自分の選んだ銘柄への過信から、分散化といったリスクヘッジを怠ってし

まう問題、また、自分の知識や能力が既に十分なものであると過信して教育や学習の必要

性を軽視してしまう問題などが考えられる。 

損失回避（Loss aversion） 

人間には損失を過度に嫌う心理的傾向があることが行動経済学研究によって明らかに

なってきた。人が損失を嫌うのは自然なことであるが、こと自体は当前であるが、現在置

かれている状況が同じであっても、損をしていると認識されるだけで、それを避けようと

する行動を人は取りがちであることが知られている。 

 金融における具体的な事例として有名なのは、ディスポジション効果（Disposition effect）

と呼ばれる投資家行動である。ディスポジション効果とは、現在の株価が購入時点の株価

より高ければ、投資家は株を売ることに抵抗を感じないが、購入時点の株価を下回ってし

まうと、投資家は株を売ることに抵抗を感じ売れなくなってしまう現象をいう。多くの投

資家はこの現象の問題点に気づくことさえできないが、これは以下の理由で合理性に欠け

た行動である。 

そもそも株を売るべきか否かの判断は主にその株のファンダメンタル価値と現在の株

価に基づいて行われるべきである。現在の株価がファンダメンタル価値よりも高ければ、

売ることを考えるべきだし、逆に安ければ保有し続けたり、買い増したりする方がよい。 

投資家にとって購入時点の株価とはサンクコストであり、合理的な判断はサンクコスト

に左右されるべきではない。しかし、私たちの行動はしばしばサンクコストに判断が左右

されてしまうことが知られており、この現象は「サンクコストの呪縛」と呼ばれる。 

 つまり、ディスポジション効果もサンクコストの呪縛の一例であるが、本来考慮する必

要がない購入時点の株価に影響をされてしまうのは、投資家が購入時点の株価を基準にし

て利益を計算しており、購入価格よりも低い価格で売却することで損失が確定してしまう

ことを避けたいという心理が働くためと考えられている。 

近視眼的傾向（Myopic decision making） 

先に述べたように、本能的なシステム I は目先の利益を優先する傾向があり、結果とし

て後になって後悔をするような失敗は多い。金融行動の回避・先送り（Disengagement）も
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近視眼的傾向が一因となりうることは既に述べたが、そのほかにも金融取引には多くの事

例がある。2007 年からの世界金融危機の原因となった米国のサブプライムローン問題では、

不動産業者が数年は金利が低く、のちに金利が上昇する不動産ローン（このような金利設

定は Teaser rateと呼ばれる）を利用して住宅を購入させた結果、金利上昇後にローンの返

済に行き詰まる住宅購入者が増加したことが問題となったが、この選択は近視眼的傾向の

結果と言える。クレジットカードでリボ払いを選択してしまう消費者も当面の返済負担が

小さいことに惹かれた結果であるが、選択時点でトータルの利子負担を認識できれば、そ

のような選択をしない人が多いだろう。当面の負担の小ささだけをアピールして、トータ

ルの負担の大きさを説明せずに、安易な選択を誘導することは詐欺的な行為と言える。近

視眼的傾向は合法な詐欺的行為を生む原因となっていると言える。

心理会計（Mental accounting） 

心理会計とは、私たちが日々の支出を行う際に、食費は月 3万円、遊興費は月 2万円と

いうように、恒常的な所得予算に対する恒常的な支出の比率を固定的に設定して、支出を

する傾向を指す。価格の変化などによって特定の支出が増加しそうな場合も支出の比率を

変えることには抵抗を感じ、購入数量を減らすなどしてやりくりしようとする傾向がある。

有名な例として、コンサートの前売り券を紛失した場合は、追加の支出をして当日券を買

うことには抵抗を感じるが、当日券購入のためのお金を紛失した場合はそれほど抵抗を感

じないことが知られている。 

ASIC（2011）の報告書が問題となる行動に心理会計を挙げているように、このような支

出比率の固定化はこれまで非合理的な判断と考えられてきた。しかし、毎月のように支出

計画を考えることの認知的な負荷は大きく、これを避けつつ、無計画な支出によって生活

に困窮してしまう事態を避けようとすることは、次善の策として正当化されるべきだ。実

際、このような傾向の強い人よりは、むしろ支出の比率を固定せずに無計画に支出をして

しまう人の方が問題と言えるだろう。 

 ただし、恒常的な収入と比べて変動所得が大きい人については、心理会計の傾向が問題

となることがあるので注意が必要である。多くの人はあまり当てにできない変動所得や臨

時収入については、恒常的な支出には振り向けず、使い方が荒くなってしまうことが知ら

れている。この傾向はあぶく銭効果（House money effect）と呼ばれている。恒常的な収入

の比率が小さい人はそうでない人と比べて、総所得に占める浪費の割合が多くなってしま

う恐れがある。所得の変動が大きい人たちは、自らに浪費傾向があるかどうかを自覚し、

計画的な支出をより強く心がけるように注意喚起をする必要がある。 

群集行動（Herd behavior） 

動物たちが周囲の仲間の行動に追従し、群れを成して行動するように、私たち人間も他

人と同じ行動をとろうとする傾向があり、その結果、多数の人が同じ行動をする現象がし
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ばしば観察される。他の人が株を買っているからという理由だけで、十分な知識もなく株

を買うのは危険なことであるが、実際にそのような安易な理由で投資を始めてしまう個人

投資家は少なくない。 

 他人が美味しそうに食べているモノを食べていれば、自分で試すよりも小さいコストと

リスクで美味しいものを手に入れることが可能になるので、他人の食べているモノが無性

に食べたくなることは、よくできた生命維持の本能と言えるだろう。 

多数の人たちと同じ行動をとろうとする戦略は、一般に安全であり、小さいコストとリ

スクで悪くない選択をするのを助けてくれることが多いが、上手く機能しないこともある。 

この本能を悪用しようとする人がいれば、多数の人々がベストとは言えない選択に誘導さ

れてしまう危険がある。サクラに騙されて美味しくもないレストランの料理を食べてしま

う、違法な株価誘導に騙されて割高な株を買って損失を被ってしまうなどだ。 

 株価が異常に高騰するバブル現象も群集行動が少なからず影響していると考えられてい

る。株価が根拠もなく上昇しているのに、他の人が買っているからという安易な理由で多

くの人々が株を購入しようとすることで株価が異常に上昇してしまう。こうした株価の上

昇は必ずどこかで行き詰まり暴落という形で終焉するため、多くの人が大きな損失を被る

リスクにさらされることになる。株価の大きな変動は株式市場だけでなく、実体経済にも

大きな影響を持つため、群集行動は極めて深刻な問題行動の一つと言える。

表 1：金融経済教育で問題とされる行動バイアス
行動バイアスの種類 具体的事例 深刻度

金融行動の回避・先送り

Disengagement 

必要な金融知識を身に付けようとしない

将来のために必要な貯金や投資をしない

あるいは意思決定が遅れてしまう。

高

自信過剰

Overconfidence 

過剰取引 中

不十分なリスクヘッジ 中

教育軽視 高

損失回避

Loss aversion 

損切ができない Disposition effect 中

近視眼的傾向

Myopic decision making 

詐欺的金融サービスの利用

例：Teaser rate クレジットカードリボ払い

高

心理会計

Mental accounting 

あぶく銭効果 低

群集行動

Herd behavior 

バブル ねずみ講 高
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金融経済教育への含意 

伝統的な金融経済教育では、合理的な意思決定とはどのようなものかについての教育が

中心であり、表 1にあるような問題とされる行動について教えられることはほとんど無か

った。正しい行動についての知識ももちろん必要であるが、それだけでは正しい行動を引

き出すには不十分である。私たちが無自覚のうちに問題となる行動をとってしまう可能性

があることを認識し、どうすれば行動を改善できるのかを考えることが重要である。 

 つまり、金融経済教育を行動改善につながる効果的なものに変えるためには、その第一

歩として、金融経済教育の内容そのものが、行動経済学的な知見に基づいた問題行動の自

覚を促す内容に変わることが必要と言えるだろう。 

２．３ 行動経済学の金融経済教育への応用事例 

現実の人々の行動を注意深く観察し、その行動メカニズムを理解し、その理解に基づい

て金融経済教育の内容を変えていくことも、行動経済学の応用の一つではあるが、教育の

内容を変えるだけでは、人々の行動改善という目標は達成できない。 

そもそも、問題となる行動をしている人々が金融経済の知識や教育に興味を持たず、教

育を受けようとしなければ、教育の内容がより効果的なものになっても意味がない。また

禁煙の必要性やそれが難しいことを伝えただけで、禁煙に成功する人が多くないように、

行動経済学的な知見に基づいた金融経済教育を行ったとしても、知識だけでは行動を変え

るのには不十分である。 

金融広報中央委員会による二つの報告書「行動経済学の金融教育への応用の重要性」と

「行動経済学の金融教育への応用による消費者の学習促進と行動改善」では、主に英国と

米国における行動経済学の応用事例が紹介されている。 

ここで紹介されている応用事例の特徴は、問題行動を理解するために行動経済学を応用

するだけでなく、問題行動を効果的に改善するために、人間の行動メカニズムの性質を巧

みに利用しようとする斬新な事例が多い。 

そこで用いられる手法の多くはナッジ（Nudge）と称される緩やかな介入である。 

Sunstein and Thaler (2008)によれば、ナッジはもともと「肘でつつく」という意味である

が、行動経済学では、強制することなく、人々の行動を望ましい方向に誘導する介入を意

味する。 

最も有名なナッジの事例は米国における 401(k)改革である。米国では、企業労働者の加

入する企業年金を、従来の確定給付型年金から確定拠出型年金 401(k)へと転換していこう

としていたが、労働者に年金の仕組みの変更を促しても、応じてくれる人が少ないという

問題を抱えていた。 

ここで強制的することなく、多くの人に 401(k)への転換を促す方法として採用されたの

がナッジの介入である。これは一旦すべての企業労働者の年金を 401(k)型に転換し、希望

する者は従来の確定給付型年金に戻ることもできるようにしたのだ。 
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どちらの型の年金も自由に選べるという意味では、この介入は従来のものと変わりがな

いが、このナッジ方式を採用することにより新規雇用者の401(k)加入率が約20％から91％

へと大幅に上昇した。 

このような結果が生じた理由としては、多くの人が自分にあった最適な年金の型を選ぶ

自信がないために、「何もしない」という判断をしてしまいがちであること（この傾向は行

動経済学で「決定麻痺」と呼ばれる）に加え、多くの人と同じ選択をしたい群集心理、あ

るいは同調心理が働いていることが原因として考えられる。ナッジはこうした人間の行動

メカニズムを巧みに利用することで、強制することなく多くの人の行動を変えることに成

功している。 

英国では現在このナッジの考え方を発展させて様々な応用事例を展開している。Halpern

（2015）によると、Behavioral Insights Team（以下 BIT）と呼ばれる公的な組織が 2010 年

に誕生し、ナッジの手法を取り入れた数々の応用事例により、消費者の金融行動改善に成

果をもたらしている。 

Halpern は BIT のナッジの介入の特徴を「EAST」フレームワークと呼んでいる。EAST

とは①簡単であること Easy、②注意を引くものであること Attractive、③社会的であること

Social、④時期が適切であること Timelyの四つのキーワードの頭文字をとったものである。

①簡単であること Easyとは、金融行動の回避・先送り（Disengagement）を防ぐために、

行動を起こすことを簡単にすることを指す。私たちは負担感を伴うものは先送りにしよう

とする。逆に、簡単で負担感が少なければ、人は行動を起こしやすくなる。上述の 401(k)

の事例は、そのもっとも極端なもので、健全で安全な選択肢を自動的に選べるようにする

ことで多くの人の行動を変えるのに成功している。 

②注目を引くものであること Attractive とは、行動を促す情報に関心を持ってもらうよ

うにすることの重要性を指摘している。学校教育や行政による注意喚起によって生徒や一

般の市民に情報を発信しても、注意を払ってもらえずに情報が届かないことが多くある。

当然のことながら、これではいくら情報を発信しても行動を変えることはできない。人々

の注目を引くために BITが取り組んでいるのは、情報を受け取る人の名前などの情報を記

載することで、情報が自分に関連したものであることを気付かせることや、要点を目立た

せる、不審な情報だと思わせないような工夫をする、宝くじのような魅力的な要素を取り

入れる、理屈だけでなく感情に訴えるなどが挙げられている。

③社会的であること Social は、２.２節の群衆行動や同調心理を巧みに利用することを

指す。人は他人が行っていることに強い影響を受ける。「10 人に 9 人は期限内に納税して

いる」という事実を知ると「自分もやらなければ」という思いを強くする。この効果は友

人や同僚などからより強く受けるため、そうした身近なネットワークに働きかけることも

効果的である。金融経済教育のセミナーへの参加を促す場合であれば、身近な人を通じて、

直接対面でお願いをして参加の約束を取り付けることができれば、参加の確率は非常に高

くなる。 



＜金融庁金融研究センター ディスカッションペーパー DP2015-3（2016 年 1 月）＞ 

- 11 - 

④時期が適切であること Timelyとは、最も効果的な時期に介入を行うことの重要性を指

している。私たちは同じ行動を繰り返すことでそれが習慣として定着し、行動が固定化し

てしまう。不適切な行動が習慣化してしまっては行動を改善することがより難しくなって

しまう。習慣が作られる前に介入することは極めて重要であり、学校教育はこの意味で極

めて重要な役割を担っていると言える。良好な行動が継続され、それが習慣として定着し

ようとしている場合には、それが中断してしまう危険があるときに介入することが大事で

ある。まだ認識や行動が固定化されていない状況では、介入が比較的容易であるため、時

期を逃さずに介入することが重要だとしている。 

２．４ 新しい論点 マインドセットの重要性

ここまでに紹介した行動経済学の応用は問題となる行動バイアスの矯正を目的とした

ものと総括することができる。 

２．２節で述べた金融経済教育の内容刷新は、問題となる行動バイアスを知ることがそ

れを改善させるべきだという提言であり、２．３節で紹介した応用事例は行動バイアスを

矯正するために、別の行動バイアスを利用しようという趣旨の介入と言える。 

行動バイアスは、二重過程理論の二つのシステムのうち、本能的なシステム I が原因と

なって起こる問題であるが、行動経済学を含む行動科学的な研究者は次第に理性的なシス

テム IIの問題にも注目し始めている。 

その一つがマインドセットの問題である。マインドセットとは、平たく言えば「心のあ

り方」「ものの考え方」「印象」「信念」のようなものである。心の中の状態なので、目に見

えず、扱いの難しい概念であるが、このマインドセットが私たちの行動、とりわけシステ

ム IIの行動に大きな影響を与えていることが明らかになってきた。 

 特に学校教育をはじめとする教育の現場では成長マインドセットや自己効力感に注目が

集まっている。成長マインドセットとは、自分が「まだまだ成長できると思っている」こ

とで、そのようなマインドセットを持つ人は失敗を恐れずに色々なことに挑戦し、結果と

して多くのことを学び成長をすることができる。潜在的な能力は同じでも、成長マインド

セットを持たない人は余計なことをして現状の自分の価値を傷つけないように保守的な態

度をとるために自らの成長を止めてしまう。 

 成長とまでは言わなくとも個々の学習や挑戦において、自分が成功できると思えるかと

いう自己効力感の重要性は教育研究の分野では知られるようになっている。 

 自己効力感の高い人は、努力して障害を乗り越えることができるが、自己効力感の低い

人は簡単に諦めてしまう。 

 金融経済教育においても、成長マインドセットや自己効力感が人々の学習意欲を左右す

る重要な要素であることは容易に想像できるが、10 年以上金融経済教育に関わってきた経

験から、金融経済教育においてはそれ以外のマインドセットも生徒の学習意欲に影響を与

えていると強く感じるようになった。 
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 それは金融や経済に対するイメージや考え方というマインドセットである。金融や経済

を教えていると、金融や経済、お金のことについて否定的なイメージを持っている生徒た

ちに出会うことがある。彼らは金融や経済の負の側面を強く意識していて、金融や経済の

ことに対して嫌悪や侮蔑などの否定的な考えを持っている。 

そういう生徒たちは当然のことながら、金融経済についての学習意欲は低く、知識の理

解や記憶が進まない。同じように授業を受けていても、学んだことを理解し、記憶するこ

とができなければ、それを実生活に応用することはできないであろう。 

この意味で、金融経済教育の効果を左右する要因としてマインドセットが重要であるこ

とは容易に想像ができることであるが、そのことを検証する研究は著者の知る限りほとん

ど行われていない。 

本研究では、金融経済教育におけるマインドセットの重要性を検証するためにアンケー

ト調査を行い、いくつかの興味深い結論を得た。詳細は次の第３節で紹介したい。 

３．マインドセットと金融教育の効果の関係

日本の大学生を対象にしたアンケート調査からの教訓
２．４節で述べたように、金融経済教育の効果、とりわけ知識の理解や定着を左右する

ものとして、学生の金融や経済に対するマインドセットがあると考えらえる。 

 本研究では、このことを確認するために、金融経済教育のうち、特に金融教育に焦点を

当て、2015 年の 4月～7 月に日本の六つの大学で金融教育を受けた学生を対象に、マイン

ドセットと金融教育の効果を検証するためのアンケート調査を行った。 

アンケート調査では、金融教育を受ける前と後での学生の反応がどのように変化をする

かを調べることで以下の問いに対する答えを見つけることを目的とした。 

・学生の金融に対する印象や考え方はそもそも重要なのか。 

・金融に対する印象や考え方は学生の知識や行動に影響を与えるのか。 

・学生の金融に対する印象や考え方を変えることは可能なのか。 

３．１ アンケート調査の概要 

アンケートの概要は以下のとおりである。 

実施時期：2015 年 4 月～7月にかけて 

調査対象：以下の 7大学で行われた金融リテラシー、金融論、消費者行動論を含む金融教

育を受けた大学生 

東京家政学院大学 金沢星稜大学 県立広島大学 横浜国立大学 青山学院大学  

日本大学 長岡大学 

（うち著者の不手際のため 4月と 7 月の 2回実施できたのは 6大学となった） 

調査方法：対象となる大学での金融教育は全 15 回の講義からなるコースとなっており、そ
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の初回と最終回（あるいはそれぞれの前後の回）の授業で合計 2 回、ほぼ同内容のアンケ

ート調査を実施。 

調査票：論文の最後に掲載 

有効回答数：総回答者数 1 回目 430 名、2 回目 397 名。 

アンケートには携帯電話番号の下 4 桁の数字を書いてもらい、これにより匿名性を保ちな

がら、同一人物の照合を行い、1 回目と 2 回目の両方に有効な回答をした 282 名を主な調

査対象とした。 

6 大学の回答者数は以下の通り 

表 2：実施 6 大学毎の回答者数 

A 大学 B 大学 C 大学 D 大学 E 大学 F 大学 合計 

22 49 42 44 68 57 282 

３．２ アンケート調査の回答結果の分布 

アンケート調査では、「金融に対する印象や考え方」、「金融行動」、「金融知識」、「金融

に対する興味」の四つに関する質問を行った。 

 主要な質問の内容と回答結果の分布から紹介したい。 

マインドセットに関する質問 

本研究における最も重要な質問が以下の問１６である。 

問１６ 金融に対するイメージとして当てはまるものをすべて選んでください（個数制限

なし）。 

楽しい   難しい   怖い   遠い   近い   古い   汚い 

かっこいい   新しい   優しい   易しい   役に立つ   ずるい 

この問いに対して、各形容詞を選択した学生の割合をグラフにまとめたのが図 1 である。 

最も多くの学生が選択した形容詞は「難しい」であり、受講前の第 1回には 87.9％、受講

後の最終回でも 80.5％の学生が難しいと思っていることがわかった。次が「役に立つ」で、

受講前選択率が 67.0％、受講後には 67.5％に微増している。続いて「怖い」「かっこいい」

などの印象が続く。この図 1 を見ると、金融教育を受けても学生の印象はあまり変わって

いないように思えるが、問１６への回答の変化を調べてみると想像以上に多くの学生が回

答を変化させていることがわかる。 

受講前と受講後で回答を変化させた学生の割合を調べたのが図 2 である。図 2 の「No→

Yes」は受講前には選択していなかったが、受講後には選択をした学生の割合であり、反対

に「Yes→No」は受講前には選択していたが、受講後には選択をしなかった学生の割合を
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示している。 

たとえば、図 1 を見ると「役に立つ」を選択した学生の割合はわずかに 0.7％しか増加

していないが、回答を変えた学生の割合は「No→Yes」は 16.3％、「Yes→No」は 15.6％で、

合計すると 31.9％にも上る。その差が 0.7％であるため図 1 では大きな変化が見られない

が、実際には 3 割以上の学生が印象を変えていることが回答の追跡から明らかになった。 
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図 1：金融に対する印象 各選択肢を選択した学生の割合 
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図 2：金融に対する印象の変化 

 もちろん、全ての印象に変化があるわけではない。図 1、図 2 を見ると、「易しい」「古

い」「優しい」を選択する学生は非常に少なく、回答の変化もほとんど見られないことがわ

かる。このため、以下の分析ではこれらを省略する。 

問１６は形容詞を選ぶという形で印象を調べるものであったが、アンケートでは、金融

に対するマインドセットとして金融に対する考え方も調査している。以下の問１７の下記

の七つの主張に対する回答が、それである。 

問１７ 以下の主張について、あなた自身はどのように思いますか。 
選択肢： 

そう思う どちらかと言えばそう思う どちらとも言えない あまりそう思わない そう思わない 
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お金の貸し借りで貸し手が借り手に利子（利息）を要求することは不当だと思う 

金融機関（銀行や証券会社）に対するイメージは良い 

株式投資はギャンブルのようなものだと思う 

将来、金融機関で働きたい 

銀行は社会の役に立っていると思う 

株式市場は社会の役に立っていると思う 

クレジットカードを使うのは怖い 

この問いに対する回答の分布をまとめたものが図 3である。図から過半数の学生の傾向

として次のことが言える。 

・利子要求は不当だと思っていない。 

・株式投資はギャンブルだと思っている。 

・銀行と株式市場は社会に貢献していると思っている。 

・クレジットカードは怖いと思っている。 

図 3：金融に対する考え方の回答分布の変化 

図 3 でも、回答の分布自体はそれほど大きく変化していないが、回答を変化させた人の

割合を調べた図 4のグラフを見ると、少なくない学生が金融に対する考え方を変化させて

いることがわかる。 

七つの質問のすべてに関して概ね半数の人は考え方を変化させていることがわかる。ど
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ちらかと言えば、金融教育には金融に対する考え方を肯定的な方向に変える効果があるよ

うに見えるが、逆向きの効果も決して少なくないことが今回の調査で明らかになった。 

図 4：金融に対する考え方の変化の分布 

成果指標となる質問と五つの成果指数 

我々の仮説は、これらのマインドセットが学生の金融に対する興味や学習意欲に影響し、

結果として金融教育の成果としての金融知識や行動、態度などに影響を与えるというもの

であり、それを検証するために、金融教育の成果指標となる五つの項目ごとに複数の質問

を設け、それらの回答を元に五つの成果指数を作成した。 

１．知識指数（Knowledge index） 

この指数は金融教育の成果のうち金融知識を測るもので、金融広報中央委員会が 2011

年に実施した金融力調査の質問にある下記の六つの質問を採用した。赤字が正答。 

問２１ 100 万円を預貯金口座に預け入れました。金利は年率 2％だとします。また、こ

の口座には誰もこれ以上お金を預け入れないとします。1 年後、口座の残高はい

くらになっているでしょうか。 

a. 100 万円   b. 102 万円  c. 110 万円  

d. その他（             ）    e. わからない  

問２２ 問２１の続き では、5 年後には口座の残高はいくらになっているでしょうか。 
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a. 110 万円より多い b. ちょうど 110 万円 c. 110 万円より少ない 

d. その他（             ）    e. わからない  

問２３ 仮に、インフレ率が 3％で、普通預金口座であなたが受け取る利息が 1％なら、1

年後にこの口座のお金を使ってどれくらいの物を購入することができると思い

ますか。 

a. 今日以上に物が買える   b. 今日と全く同じだけ物が買える  

c. 今日以下しか物が買えない  d. わからない 

問２５ 次の文章が正しいか間違っているか教えて下さい。あてはまる記号を○で囲んで

ください 

 正しい 間違っている わからない

平均以上の高いリターンのある投資は、平

均以上の高いリスクがあるものだ 
a b C 

高インフレの時には、生活に使われるもの

やサービスの値段全般が急速に上昇する 
a b C 

一社の株を買うことは、通常、株式投資信

託を買うよりも安全な投資である 
a b C 

第一の成果指数である知識指数は、この六つの問題の正答数である。全問不正解の場合

が 0 点、全問正解の場合が 6 点となる。 

1 回目と 2回目での知識指数の得点変化の分布を調べると図 5のようになる。 
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図 5：知識指数の変化の分布 
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変化の最頻値は 1、平均値は 0.71 でいずれもプラスの値であり、金融教育は平均すると

金融知識を改善していると言えるが、55.7％の学生の知識指数が改善している一方で、

19.5％の学生の知識指数が下がってしまっていることには注目する必要がある。 

２．積極性指数（Proactive attitude index） 

この指数は金融教育の成果のうち金融サービスの利用についての積極性を測るもので、

問１７の以下の四つの主張に対する回答に基づいて作成した。 

将来、株式投資はしないと思う 

将来、ローン（借金）で家や車を買うことはないと思う 

将来、クレジットカードを使うことはないと思う 

将来、生命保険には入らないと思う 

各質問について、回答が 

「そう思わない」ならば  5 点 

「あまりそう思わない」ならば  4 点 

「どちらとも言えない」ならば  3 点 

「どちらかと言えばそう思う」ならば 2 点 

「そう思う」ならば   1 点 

として、四つの質問の点数を合計したものを積極性指数とした。したがって積極性指数

は最高が 20 点、最低が 5 点である。 

1 回目と 2回目での積極性指数の得点変化の分布を調べると図 6 のようになる。 
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図 6：積極性指数の変化の分布 
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変化の最頻値は 0、平均値は 0.12 とわずかにプラスではあるが、金融教育は積極性指数

にはあまり効果がないように見える。より積極的になっている学生（44.0％）の方が多い

が、32.6％の学生が金融教育を受けることでかえって消極的になっていることがわかった。 

３．注意深さ指数（Carefulness index） 

この指数は金融教育の成果のうち注意深さを測るもので、問１７の以下の二つの主張に

対する回答、および、以下の問２０の回答に基づいて作成した。 

お金を貯めたり使ったりすることについて長期の計画を立て、それを達成するよう努

力している 

自分はつい無駄づかいをしてしまう 

問２０ 以下の点について、あなた自身は、日頃どのようにしているかを教えて下さい。 

あてはまる記号を○で囲んでください 
選択肢： 

そうしない そうすることはあまりない どちらともいえない そうすることが多い いつもそうする 

何かを買う前に、それを買う余裕があるかどうか注意深く考える 

請求書や集金の期日に遅れずに支払いをする 

お金が貯まるまで待つより、クレジットカードで買い物をする 

自分のお金や金融に関することについては、十分注意している 

指数の作成の方法は積極性指数と同様に、主張ごとに、もっとも注意深いと思われる回

答であれば 5点、もっとも注意に欠けている回答であれば 1 点として、六つの主張の点数

を合計して注意深さ指数を作成した。したがって、最高点は 30 点、最低点は 6 点である。 

1 回目と 2回目での注意深さ指数の得点変化の分布を調べると図 7のようになる。 
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図 7：注意深さ指数の変化の分布 
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注意深さ指数も、積極性指数と同様で、変化の最頻値は 1、平均値は 0.48 とわずかにプ

ラスであり、金融教育を受けたことによって学生の注意深さは必ずしも改善されないこと

が見て取れる。注意深さが改善した学生 48.6％に対して、注意深さが低下した学生は全体

の 37.9％である。 

４．自信度指数（Confidence index） 

この指数は金融教育の成果のうち金融行動を適切に行う自信の度合いを測るもので、問

１７の以下の二つの主張に対する回答に基づいて作成した。 

自分は大きな失敗をせず賢く金融とつきあえると思う 

自分の金融に関する知識や判断能力は十分高い 

指数の作成の方法は積極性指数と同様に、主張ごとに、もっとも自信度が高いと思われ

る回答（いずれも「そう思う」）であれば 5 点、もっとも注意に欠けている回答（いずれも

「そう思わない」）であれば 1 点として、二つの主張の点数を合計して自信度指数を作成し

た。したがって、最高点は 10 点、最低点は 2点である。 

1 回目と 2回目での自信度指数の得点変化の分布を調べると図 8 のようになる。 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

-5 -4 -3 -2 -1 0 1 2 3 4 5 6

図 8：自信度指数の変化の分布 

自信度指数も変化の最頻値は0、平均値は0.70とそれほど大きな改善は見られなかった。

半数を超える 51.8％の学生の自信度は改善しているが、金融教育後に自信度が下がってし

まっている学生も全体の 20.6％存在する。 

５．関心と学習活動指数（Interest and Learning activity index） 

この指数は金融教育の成果のうち金融に対する関心と学習活動行動を測るもので、以下



＜金融庁金融研究センター ディスカッションペーパー DP2015-3（2016 年 1 月）＞ 

- 22 - 

の問２８の以下の二つの主張に対する回答に基づいて作成した。 

問２８ 金融に関する知識について、あなたにもっとも当てはまるものを選んでください。 

a. 金融の知識に関心がない   

b. 関心があるが何もしていない  

c. 関心があり学ぶ準備をしている   

d. 金融の知識を学び始めたところだ  

e. 金融について学ぶことが習慣化している 

指数の得点は、回答に応じて a は 1 点、b は 2 点、cは 3点、d は 4点、eは 5点とした。 

1回目と2回目での関心と学習活動指数の得点変化の分布を調べると図9のようになる。 
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図 9：関心と学習活動指数の変化の分布 

関心と学習活動指数の変化の最頻値は 0、平均値は 0.48 であった。指数の値が改善され

た学生は全体の 40.8％、指数が悪化した学生は全体の 11.3％であった。 

以上の五つの成果指数の変化についてまとめると、次のことが言える。 

全ての指数について金融教育の効果は平均するとプラスであるが、その効果は非常に弱

い。また、変化分布の分散が大きく、効果の個人差は非常に大きく、マイナスの効果を受

ける学生も少なくない。 

平均的な効果がそれほど大きくないこと自体は、金融教育が必ずしも学生の行動改善に

つながらないとする金融教育の課題を裏付けるものであり、驚くべきものではないが、マ

イナスの効果を受ける学生が少なからず存在するという事実は、個々の学生の追跡によっ

て明らかになった新しい発見である。 

なぜ、学生によって金融教育から受ける効果が大きく異なるのか。 

我々の仮説はその原因をマインドセットの違いに求めているが、実際はどうなのか。マ
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インドセットと成果指標の関係を次に見てみよう。 

３．３ マインドセットと五つの成果指数の関係 

金融に対するマインドセットと金融教育の成果指標の関係を明らかにするために、まず

マインドセットに関するアンケートの回答と成果指数との相関係数を調べた。 

 まず、マインドセットに関する質問のうち、金融に対する印象（問１６）の回答を五つ

の成果指数との相関が、表 3にまとめられている。 

 一番上の「Before」と書かれた表は、第 1 回目のアンケートにおける問１６の回答（各

形容詞に選択を入れていれば 1点、入れていなければ 0点）と同じく第 1 回目のアンケー

トにおける五つの成果指数（まだ教育を受けていないので成果というよりは状態と言った

方がよいかもしれない）の相関関係を表している。 

 真ん中の「After」と書かれた表は、第 2 回目のアンケートにおける問１６の回答と第 2

回目のアンケートにおける五つの成果指数の相関関係を示している。 

 最後の「Change」と書かれた表は、問１６の回答の変化（回答が変化なければ 0点、選

択無しから有りへの変化は 1 点、逆に選択有りから無しへの変化は－1 点）と五つの成果

指数の変化の相関関係を表している。 

表 3：金融に対する印象と五つの成果指数との相関関係 

 全ての指数について、「楽しい」、「近い」、「役立つ」という肯定的な印象は成果指数にプ
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ラスの相関を持ち、対照的に、「難しい」、「怖い」、「遠い」、「汚い」という否定的な印象は

成果指数とマイナスの相関を持つ傾向が見て取れる。講義を受ける前（「Before」の表）で

は、この傾向はそれほど強くないが、講義を受けた後（「After」の表）にこの傾向が顕著

に表れていることがわかる。肯定的なイメージを持つ人のほうが、知識が高く、積極的で

関心も高いが、講義を受ける前は注意深さや自信はそれほど強くはない。講義を受けた後

に肯定的な印象を持つ人は、知識、積極性、関心もより高まり、さらに注意深さや自信も

高くなっている。逆に授業後に金融に否定的な印象を持つ人は全ての成果指標が相対的に

低く、金融教育が効果的な成果を上げていないことがわかる。

 一番下の「Change」では相関係数の値は「Before」「After」と比べて大きくはないが、同

様の傾向が見て取れる。 

同様に問１７の七つの主張に対する回答（「そう思う」が最高の 5点、「そう思わない」

が最低の 1点とした 5段階の変数）と 5つの成果指数の相関係数を調べたのが、表 4であ

る。 

ここでも金融に対する肯定的な考え方を持つ人の方が、高い成果指数を持つ傾向がある

ことが表からうかがえる。その傾向は講義後が最も高くなっているが、講義前にもその傾

向は見られ、考え方の変化と成果指数の変化の間にも弱いながらも同様の傾向がみられる。 

表 4：金融に対する考え方と五つの成果指数との相関関係 

以上の分析はマインドセットが金融教育の効果に影響するという我々の仮説と整合的
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なものであり、とりわけ 2種類のマインドセットの存在が重要であるようにみえる。一つ

は、金融機関や金融市場が社会に貢献しているとする肯定的な印象や考え方であり、もう

一つは、株式投資はギャンブルである、クレジットカードは怖いなどの恐怖感である。前

者は成果にプラスの効果を持つのに対し、後者はマイナスの効果を持つ傾向がみられる。 

 この効果を明らかにするために、関連する質問への回答を統合して、それぞれのマイン

ドセットに対するマインドセット指数を次のように作成した。 

１．肯定的印象指数（Positive impressions index） 

この指数はマインドセットに関する質問のうち、金融に対する印象の良さに関する下記

の五つの質問に対する回答に基づいて作成した。 

問１６で「役に立つ」を選択していれば、3点、していなければ 0点。 

問１７の主張のうち下記の四つの主張について、もっとも肯定的な回答ならば 5点とする 5

段階評価で点数を付けて合計したものを肯定的印象指数とした。 

お金の貸し借りで貸し手が借り手に利子（利息）を要求することは不当だと思う 

金融機関（銀行や証券会社）に対するイメージは良い 

銀行は社会の役に立っていると思う 

株式市場は社会の役に立っていると思う 

したがって、肯定的印象指数の最高点は 23 点、最低点は 4点である。 

２．恐怖感指数（Scary emotions index） 

この指数はマインドセットに関する質問のうち、金融に対する恐怖感と関連する３つの

質問に対する回答に基づいて下記のように作成した。 

問１６で「怖い」を選択していれば、3点、していなければ 0点。 

問１７の主張のうち下記の二つの主張について、「そう思う」ならば最高点 5点とする 5段

階評価で点数を付けて合計したものを恐怖感指数とした。 

株式投資はギャンブルのようなものだと思う 

クレジットカードを使うのは怖い 

したがって、恐怖感指数の最高点は 13 点、最低点は 2点である。 

 こうして作られた二つのマインドセット指数と五つの成果指数の相関係数を表 3、4 と同

じ要領で作成したものが、表 5である。 
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 表 5 も表 3、表 4 と同様に肯定的印象は成果指数にプラス、恐怖感指数はマイナスの相

関があること、そして相関は金融教育を受ける前は弱く、受けた後に強くなること。そし

て、マインドセット指数の変化と成果指数の変化の間にもプラスの相関があることを示し

ており、概ね仮説を支持する結果となっている。 

表 5：マインドセット指数と成果指数の相関係数 

ここまでの分析では指数間の一対一の相関関係を調べたにすぎないが、それは見せかけ

の相関にすぎない可能性もあるため、成果指数を被説明変数とする重回帰分析を行って 2

つのマインドセット指数の効果を分析した。（重回帰分析の方法については、４節の補論を

参照されたい。） 

 表 6 は重回帰分析における二つのマインドセット指数の係数の t 値をまとめたものであ

る。表には全部で 15 行あるが、それぞれの行が一つの重回帰分析の結果を示している。

 この分析における指数の絶対的な大きさには意味がないため、t 値の大きさで影響の大

きさを評価しているが、t 値がプラスであればプラスの影響、マイナスであればマイナス

の影響があることを意味し、概ね t 値の絶対値が 2 を超えるとマインドセット指数が成果

指数に統計学的に有意な影響を与えていると判断される。 

 表 6 の数字と表 5の数字を見比べると非常によく似ていることがわかるが、表 5で相対

的に大きかった数字が表 6では小さくなっているもの（たとえば「After」の関心と学習活

動指数に対する恐怖感指数の相関係数は-0.27 と他の相関係数と比べても大きな値であっ
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たが、t 値で見ると-0.63 と他の t 値と比べて小さくなっている）。このような違いがある

のは、重回帰分析で複数の変数を入れることでその変数が説明していると思われていた変

動が、他の変数の変動によって説明されてしまったこと、すなわち、もともとの相関が見

せかけのものであった可能性が高いことを意味している。 

 以上のことに注意して、表 6を見ると、二つのマインドセット指数のうち、肯定的印象

指数は金融教育の後、およびそれぞれの指数の変化の関係において有意な影響を持ってい

る（ただし自信度指数への影響は有意ではない）が、金融教育の前においては積極性指数

以外には影響をほとんど持たないことがわかる。 

 一方、恐怖感指数は教育の前後において、積極性指数にマイナスの効果を持っており、

金融を怖いと思っている学生はクレジットカードや借金などに強い抵抗感を持っているこ

とがわかる。 

表 6：重回帰分析の結果 

３．４ 分析結果のまとめと金融教育への含意 

分析結果をまとめると以下のようになる。 

・アンケート調査の分析結果は概ね我々の仮説に整合的である。 

・金融教育は学生のマインドセットに平均的に肯定的な影響をもたらすが、マイナスの効

果をもたらすこともある。 
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・マインドセットのうち金融に対する肯定的な印象や考え方を持つ学生（金融や金融機関、

金融市場が社会の役に立っているという認識を持つ学生）ほど、金融教育の成果が大き

くなる。 

・金融に対する恐怖感を感じている学生たちは、金融の意思決定や行動、選択を避けよう

とする（ある種の決定麻痺）傾向が見受けられる。 

今回のアンケート調査では、個々の学生の追跡調査をすることで、金融教育の学生への

影響の多様性があきらかになった。この結果は集計されたデータだけを見ていてはわから

ないものである。さらに、この影響の多様性を説明する大きな要因としてマインドセット

の多様性があることも確認された。 

以上の結果の金融教育の含意は、知識を提供するだけの金融教育では不十分だというこ

とだ。正しい知識を教えるだけでは問題となる行動に気づくことができないことは第２節

で述べたとおりだが、問題行動に関する知識を提供したとしても、まだ不十分かもしれな

い。学生が否定的なマインドセットを持っていたならば、教員がどれだけ熱心に教育をし

ようとしても、効果は期待できない。教員は個々の学生がどのようなマインドセットを持

っているのかを知り、それが何らかの理由で偏ってしまったものであるならば、それを矯

正するように働きかけることでより効果的な金融教育を行える可能性がある。 

本研究で使用したようなアンケート調査を授業の前に実施することで学生たちのマイ

ンドセットをある程度把握することができるだろう。 

大学生たちの声を聴くと、テレビドラマや漫画などの偏った情報の影響を強く受けてし

まい、金融に対して否定的な印象を持っている人が少なからずいるように感じる。 

偏った情報がイメージを悪くしているのであれば、健全な成功事例を紹介することなど

は偏ったマイナスのマインドセットを正す効果を持つかもしれない。 

例えば、渋沢栄一、二宮尊徳のような偉人たちや近江商人の活躍の歴史や、グラミン銀

行や社会貢献投資などの事例を紹介することで、学生たちの金融に対するイメージを肯定

的なものに変化させられるかもしれない。 

また、グループディスカッションなどを通じて、お金儲けや金融機関に対する印象や評

価についての意見を学生同士で交換させることで、自分の考えを他者の考えと比較するこ

とを通じて、偏った認識を自覚させることができるかもしれない。 

いずれにしても、マインドセットは心の中のものであるため、教員が強引にそれを変え

ることは難しいが、学生自身が 

「金融の知識は役に立つ」 

「金融システムは社会に貢献している」 

「金融は知識さえあれば怖いものではない」 

と思えるように働きかけることで金融教育の効果は高められるだろう。 

また、金融教育の現場では、金融の恐ろしさを学生たちに伝えることもあるが、それに
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よって学生たちが「怖い」という印象だけを持つならば、それは金融に対して消極的な行

動を引き出す結果に終わってしまうかもしれないことが分析結果から予想される。 

金融取引にどのような危険が潜んでいるかを教えるのと同時に、どうすればそれを避け

られるのかも合わせて教えることで恐怖感を取り除くことが重要である。 

４．補 論 ３．３節における重回帰分析についての補足説明
 ３．３節では二つのマインドセット指数が成果指数に与える影響を分析するために、重

回帰分析を行った。 

ここでは例として、「積極性指数（Proactive attitude index）の変化」を被説明変数とした

重回帰分析を使って、具体的な方法を説明したい。 

重回帰分析の結果をまとめたものが表 7である。 

被説明変数が成果指数の変化であるため、説明変数には最も重要な変数として二つのマ

インドセット指数の変化が入っている。このほか、成果に影響を与える可能性があるもの

として、大学ダミー（A大学を基準としたダミー変数）、性別、国籍、学問領域、学年、自

宅生かどうか、就業経験、奨学金の有無、クレジットカード使用の有無、資金難ダミー、

幸福度ダミーなどの 18 のダミー変数を入れて二つのマインドセット指数の影響だけを抽

出することを試みた。 

表 7 の一番左側の列（Coef.）の数字は、各説明変数の係数、真ん中の数字（Std.Err.）は

各説明変数の標準偏差、一番右の数字（t-value）は各説明変数の係数が 0 であるという帰

無仮説に対する t 値である。この重回帰分析使われている指数の数字の絶対的な大きさに

は意味がないため、t 値の大きさに注目して、それぞれの説明変数が被説明変数に影響を

与えているかどうかを検証する。 

分析の結果、「肯定的印象指数の変化」が「積極性指数の変化」に与える影響はプラス

で 1％の有意水準で有意であるが、「恐怖感指数の変化」の影響はマイナスであるが有意で

はないことがわかった（表 7の上の 2行）。本文中の表 6の下から 4行目の 2つの数字、2.85

と－1.02 はそれぞれの変数の t 値であり、2.85 についている「***」はこの説明変数（肯

定的印象指数の変化）が被説明変数（積極性指数の変化）に影響与えないという帰無仮説

を 1％の有意水準で棄却できることを意味している。 

表７から明らかなように、マインドセット指数以外の被説明変数の中で有意な影響を与

えているのは性別ダミーだけである。性別ダミーは男性が 1、女性が 0 の値をとる変数で

あり、その係数がマイナスで有意であるため、男性の方が積極性指数の改善が女性と比べ

て小さいことを示している。 

有意となる変数が二つにとどまったのは、サンプル数が少ないためかもしれないが、こ

の結果からマインドセット指数のうち肯定的印象指数はダミー変数と比較しても大きい影

響を成果にもたらしている可能性が高いこと、また、これに対して、恐怖感指数は他のダ

ミー変数と比較しても、積極性指数の変化にはそれほど大きい影響を与えているとは言え
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ないことがわかる。 

表 7：重回帰分析の結果 

Independent variables Coef. Std. Err. t-value
Changes in positive impressions index 0.161 0.056 2.85 ***
Changes in scary emotions index -0.060 0.059 -1.02
dummy variables
Univ B 0.718 0.682 1.05
Univ C -0.122 0.619 -0.2
Univ D -0.569 0.674 -0.84
Univ E 0.169 0.656 0.26
Univ F -0.808 0.607 -1.33
gender (male=1) -0.720 0.345 -2.09 **
nationality (Japan=1) 1.327 0.897 1.48
field_dummy 0.079 0.368 0.21
school_y2 -0.511 0.496 -1.03
school_y3 -0.621 0.522 -1.19
school_y4 0.064 0.738 0.09
Living circumstances 0.110 0.338 0.33
work experience -0.627 0.505 -1.24
student loan -0.375 0.350 -1.07
credit card -0.367 0.325 -1.13
budget crises 0.212 0.317 0.67
happiness 0.091 0.083 1.1

被説明変数: Proactive attitude indexの変化 

方法: 最小二乗法 

観測数: 279 

決定係数: 0.175 

有意水準         * 10％ ** 5％    *** 1％ 
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（附属資料） 

 

金融教育プログラム改善のためのアンケート 

 



『金融教育プログラム改善のためのアンケート調査』へのご協力のお願い 

 本調査は、金融教育プログラムの改善のために行われる基礎的なアンケート調査です。 

 この調査は匿名で行われているため、個人情報が外部に漏えいする心配はありません。また、この結果が成績

に影響をすることもありません。携帯電話の下４桁の番号は、継続調査での回答者の照合のために使われますが、

この番号から本人を特定することはありません。ご回答の内容は、大学生のニーズに応えた有益なプログラムを

開発するための貴重な資料となりますので、ご理解の上、ご協力をお願いします。 

金融庁 特別研究員  川西諭（上智大学経済学部 教授） 

共同研究者  橋長真紀子（長岡大学経済経営学部 専任講師） 

問い合わせ先 s-kawani@sophia.ac.jp ／ 03-3238-4377 

              

あなたの携帯番号の下 4桁：   

 

＜あなた自身について教えてください＞ 

あてはまるもの選択肢の□に✔を入れてください。また空欄を埋めてください。問１ あ な た の 性 別 は 

 □ 男性    □ 女性 

問２ あなたの国籍は □ 日本国籍   

□ 外国籍 → 国名［                      ］ 

問３ あなたの専門は □ 理系  □ 文系    □ どちらともいえない 

問４  あなたの生まれた年は      西暦      年 

問５ あなたの学年を教えてください。  

□ 学部１年生    □ 学部 2年生    □ 学部 3年生    

□ 学部 4年生  □ 大学院      □ その他 

問６ あなたの生活環境は次のどれに当てはまりますか。 

□ 実家（親元）  □ 一人暮らし   □ 寮生活    □ その他 

問７  下記の就業形態で働いたことはありますか。あれば当てはまるものすべてに✔を入れてください。 

□ インターンシップ  □ 短期アルバイト  □ 長期アルバイト 

 □ 派遣社員   □ 契約社員              □ 正社員 

問８  あなたは学費を支払うために奨学金を借りていますか。 

□ 借りていない         □ 借りている 

問９  あなたは過去に株式投資（投資信託を含む）をしたことがありますか。 

□ はい         □ いいえ 

問１０ あなたは、悪質商法や振り込め詐欺などの被害に遭ったことがありますか。 

□ はい         □ いいえ 

問１１ あなたはクレジットカードを何枚持っていますか。 

□ 持っていない  □ 1～3枚  □ 4～6枚  □ 7枚以上 

問１２ あなたの過去１年間における月々の「お金のやりくり」は、次のどの表現がいちばん当てはまりますか。 

□ とても苦しい月があった  □ 少し苦しい月があった   □ 苦しい月はなかった 

問１３ 現在、あなたはどの程度幸せを感じていますか。「とても幸せ」を１０点、「とても不幸」を０点として、

あてはまる数字を○で囲んでください。 

とても不幸 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 とても幸せ 

 

問１４ 現在、あなたはどの程度将来への不安を感じていますか。「とても不安」を１０点、「全く不安がない」

を０点として、あてはまる数字を○で囲んでください。 

全く不安がない 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 とても不安 

    
(080/090-○○○○-□□□□の「□」部分) 
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問１５ 現在、あなたはどの程度ストレスを感じていますか。「とても感じる」を１０点、「全く感じない」

を０点として、あてはまる数字を○で囲んでください。 

全く感じない 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 とても感じる 

 

＜金融に対する意識調査＞ 

問１６ 金融に対するイメージとして当てはまるものをすべて選んでください。 

□ 楽しい □ 難しい □ 怖い  □ 遠い  □ 近い   □ 古い   □ 汚い 

□ かっこいい  □ 新しい □ 優しい □ 易しい  □ 役に立つ  □ ずるい 

 
問１７ 以下の主張について、あなた自身はどのように思いますか。あてはまる記号を○で囲んでください 

 

 
そ
う
思
う 

ど
ち
ら
か
と
言

え
ば
そ
う
思
う 

ど
ち
ら
と
も 

言
え
な
い 

あ
ま
り
そ
う 

思
わ
な
い 

そ
う
思
わ
な
い 

お金の貸し借りで貸し手が借り手に利子（利息）を要求

することは不当だと思う 
a b c d e 

金融機関（銀行や証券会社）に対するイメージは良い a b c d e 

株式投資はギャンブルのようなものだと思う a b c d e 

将来、金融機関で働きたい a b c d e 

銀行は社会の役に立っていると思う a b c d e 

株式市場は社会の役に立っていると思う a b c d e 

株式投資は長期の資産運用に向いていると思う a b c d e 

株式投資は短期的な小遣い稼ぎに向いていると思う a b c d e 

家や車などはローン（借金）で購入することもやむをえ

ないと思う 
a b c d e 

お金は使うためにある a b c d e 

クレジットカードを使うのは怖い a b c d e 

将来、株式投資はしないと思う a b c d e 

将来、ローン（借金）で家や車を買うことはないと思う a b c d e 

老後の生活資金のことを真剣に考えたことはない a b c d e 

将来、クレジットカードを使うことはないと思う a b c d e 

将来、生命保険には入らないと思う a b c d e 

自分は計画的に物事を行うのが得意だ a b c d e 

お金を貯めたり使ったりすることについて長期の計画

を立て、それを達成するよう努力している 
a b c d e 

自分はつい無駄づかいをしてしまう a b c d e 

自分は他人と比べて安定志向が高いと思う a b c d e 

自分は大きな失敗をせず賢く金融とつきあえると思う a b c d e 

自分の金融に関する知識や判断能力は十分高い a b c d e 

先行きのためにお金を貯めるより今お金を使う方が満

足感が高いと思う 
a b c d e 

その日暮らしで明日のことは明日また考えればよいと

考えがちである 
a b c d e 
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問１８ あなたは、老後の費用について、年金でまかなえると思いますか。 

なお、年金には、「公的年金」、「企業年金」を含み、「個人年金」を除きます。 

a．年金のみでまかなえる  b．年金のみではまかなえない     c．わからない 

 

問１９ 予定していた収入が得られなかったり、急な出費の発生など、収入が支出を下回る状況が起きそうなと

き（あるいは、起きたとき）、あなたは、どのようにしてやりくりしますか。この中からあてはまるも

のを３つまで選んでください。（○は３つまで） 

a. 貯蓄を取り崩す b. 支出を切り詰める c. いつもより多く稼ぐ（残業、アルバイト等） 

d. 持っているものを売ってお金を得る e. 家族や友人からお金を借りる   

f. クレジットカードで支払う  g. クレジットカードのキャッシングを利用する  

h. 金融機関のフリーローンを利用する i. 消費者金融会社から借入れをする  

j. 支払いを遅らせる   k. その他 （                  ） 

 

問２０ 以下の点について、あなた自身は、日頃どのようにしているかを教えて下さい。 

あてはまる記号を○で囲んでください 

 そ
う
し
な
い 

そ
う
す
る
こ
と

は
あ
ま
り
な
い 

ど
ち
ら
と
も
い

え
な
い 

そ
う
す
る
こ
と

が
多
い 

い
つ
も
そ
う
す

る 

何かを買う前に、それを買う余裕があるかどうか注意

深く考える 
a b c d e 

請求書や集金の期日に遅れずに支払いをする a b c d e 

お金が貯まるまで待つより、クレジットカードで買い

物をする 
a b c d e 

自分のお金や金融に関することについては、十分注意

している 
a b c d e 

 

問２１ 100 万円を預貯金口座に預け入れました。金利は年率２％だとします。また、この口座には誰もこれ以

上お金を預け入れないとします。１年後、口座の残高はいくらになっているでしょうか。 

a. 100万円   b. 102万円  c. 110万円  

d. その他（             ）    e. わからない  

 

問２２ 問２１の続き では、５年後には口座の残高はいくらになっているでしょうか。 

a. 110万円より多い  b. ちょうど 110万円  c. 110万円より少ない 

d. その他（             ）    e. わからない  

 

問２３ 仮に、インフレ率が３％で、普通預金口座であなたが受け取る利息が１％なら、１年後にこの口座のお

金を使ってどれくらいの物を購入することができると思いますか。 

a. 今日以上に物が買える   b. 今日と全く同じだけ物が買える  

c. 今日以下しか物が買えない  d. わからない 

 

問２４ 路上で声を掛けられてアンケートに答え、勧められて不要な品物を購入してしまいました。購入後１週

間が経過していますが、クーリング・オフできるでしょうか。（○は１つだけ） 

a. できる b. できない c. わからない 
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問２５ 次の文章が正しいか間違っているか教えて下さい。あてはまる記号を○で囲んでください 

 正しい 間違っている わからない 

平均以上の高いリターンのある投資は、平均以上の高いリ

スクがあるものだ 
a b c 

高インフレの時には、生活に使われるものやサービスの値

段全般が急速に上昇する 
a b c 

一社の株を買うことは、通常、株式投資信託を買うよりも

安全な投資である 
a b c 

 

問２６ 仮に、家族が振り込め詐欺に遭い、30 万円を見知らぬ人に送金してしまったとします。この場合、相

談すべき先はどこだと思いますか。（○はいくつでも） 

a. 消費生活センター b. 司法書士 c.弁護士 d. 警察   

e. 市区町村の相談窓口 f. 振り込みを行った金融機関 g. 相談すべきでない  

h. その他（                          ） 

 

問２７ 金融に関する以下の分野のうち、さらに学んでみたい分野をすべて選んでください。 

a. 税金  b. 社会保険 c. 投資と貯蓄  d. リスクと保険 e.不動産活用 

 f. 資金管理 g. 消費者トラブル h. キャリア形成  i.将来設計  

 j. 持続可能性  k. その他（             ） 

 

問２８ 金融に関する知識について、あなたにもっとも当てはまるものを選んでください。 

a. 金融の知識に関心がない   

b. 関心があるが何もしていない  

c. 関心があり学ぶ準備をしている   

d. 金融の知識を学び始めたところだ  

e. 金融について学ぶことが習慣化している 

 

問２９ 短期的なお金の管理に関する考え方や行動について、あなたにもっとも当てはまるものを選んでくださ

い。 

a. お金の管理に関心がない  

b. 関心があるが何もしていない  

c. 関心があり、健全なお金の管理の準備をしている  

d. 健全なお金の管理を始めたところだ  

e. 健全なお金の管理が習慣化している 

 

問３０ 長期的な資金計画について、あなたにもっとも当てはまるものを選んでください。 

a. 長期的な資金計画に関心がない  

b. 関心があるが何もしていない  

c. 関心があり、長期的な資金計画の準備をしている  

d. 長期的な資金計画を始めたところだ  

e. 長期的な資金計画が習慣化している 

アンケートは以上です。ご協力ありがとうございました。 
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